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研究成果の概要（和文）：未知のグループごとに介入効果に異質性がある状況、また介入割当に対する不遵守と
ネットワーク波及効果がある状況の因果推論手法を開発した。IV回帰モデルの関数形のノンパラメトリックな特
定化検定のミニマックス理論を明らかにした。尤度関数が未知、特性関数が既知の分布で、計算負荷が少なく漸
近効率性をもつ推定方法を開発した。
　公共交通システムの駅間隔と沿線の土地利用の関係を調べ、間隔が都市のコンパクト化に及ぼす効果について
反実仮想分析を行った。
　POSのビッグデータを活用し、コロナ禍で感染予防品は季節性が消失し、外出関連品目は顕著な販売減があ
り、関連のない品目は消費増税ショックの方が大きかったことを示した。

研究成果の概要（英文）：We developed a causal inference method for situations where there is 
heterogeneity in intervention effects across unknown groups, as well as non-compliance with 
intervention allocation and network spillovers. We clarified the minimax theory of nonparametric 
specification tests of the functional form of IV  models. We developed an estimation method with low
 computational burden and asymptotic efficiency  where the likelihood function is unknown but the 
characteristic function is known.
　The relationship between station spacing and land use along public transport systems was 
investigated, and a counterfactual analysis was conducted on the effect of changes in spacing on 
urban compactness.
Using big data from POS, the study showed that the seasonality of infection prevention products 
disappeared with the COVID-19 disaster and that there was a substantial decline in sales of 
outing-related items, while sales of unrelated items were more affected by the shock of the 
consumption tax rise.

研究分野： 計量経済学

キーワード： 特定化検定　因果推論　計量経済分析　EBPM

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究により、大規模データを用いることが多いミクロ計量分析におけるいくつかの新たな統計手法に関する理
論的な解明を行った。特に、近年進歩の著しい因果推論やノンパラメトリックなモデルの特定化検定、またパラ
メトリックモデルにおいても金融統計において用いられることが多い特性関数ベースの推定の難しい手法の新た
な展開が明らかになった。これらは、実証分析に用いることができるとともに、数理統計理論の発展とう学術的
意義をもつ。
　また、実証分析の面では、POSのビッグデータを用いて政策立案に直結する様々な実証研究を行った。特にコ
ロナ禍による消費動向は経済政策策定の根拠となる研究である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
 経済学においても大規模なデータの利用が増えており、それを用いた因果推論とそれに基づ
く EBPM の重要性が学術、社会実装の両面から指摘されていた。本研究は、その流れから、本
研究ではそれにむけた理論研究と応用研究の両面を行うことを提案した。 
 
２．研究の目的 
本研究の主たる目的は２つである。第１は、大規模なミクロデータを用いて因果推論を行 
うための計量経済分析におけるモデル特定化検定とモデル選択の手法を開発することである。 
多くの研究者が色々な意味での因果効果の推定法や検定法を開発してきた一方、そこでの変 
数選択やモデル選択、モデルの特定化検定の理論は、実証研究上の重要性は高いにも関わら 
ず、まだ研究が手薄である。これを理論研究班が担当する。第２は実際にそれらを用いた因 
果推論の実証分析を行うことである。特に、いくつかのテーマについて、EBPM に用いること 
を想定した実証分析を行う。実証研究班がこちらを担当する。 
 
３．研究の方法 
上に述べたように、間違った特定化は推定バイアスをもたらすため、それを調べることは重要

である。通常の計量経済分析でも同様の問題が生じるため、それを目的とする検定法が提案され
ている（例えば Bierens and Ploberger (1996), Horowitz and Spokoiny(2001)等）。しかし、因
果効果の推定モデルや推定法には固有の構造があり、同じ方法を直接適用することはできない。
この研究はその点を注意深く考慮し、新しい検定法やモデル選択法を提案し、更にそれを用いた
実証分析を行う。 
社会科学の実証研究において広く利用されている政策評価モデルである RD デザイン

（regression discontinuity design）と MTE モデル（marginal treatment effectmodel）を含む
いくつかの因果効果モデルに対する特定化検定とモデル選択法を開発する。従来の計量経済モ
デルに対する特定化検定は数多く提案されているが、本研究が注目する政策評価モデルは従来
の計量経済学モデルにはない独自の性質を有する。具体的には、RD デザインでは回帰関数が不
連続点をもつために既存の特定化検定を適用することができず、MTE モデルでは複数段階のパ
ラメトリック推定またはノンパラメトリック推定から構成される回帰関数の推定手法が採用さ
れるために既存の特定化検定を適用することができない。特に、RD デザインは回帰関数が不連
続であるために、数学的にも様相の異なる新しい問題であることがわかる。更に Guerre and 
Lavergne (2002)のような意味での検定の Minimax 性を考えるためには、当該の問題について
は不連続関数を含んだ広いクラスを対象とすることが要求される。 
実際、操作変数回帰の文脈で Hitomi, Iwasawa and Nishiyama (2018)が示したように、滑ら

かでない関数を含むクラスを考えると、対立仮説が通常よりかなり帰無仮説と距離が離れてい
なければ一様な検出力をもつ検定を構成することができない。また、MTE モデルについては、 
複数段階の推定が組み合わされていることから、特定化の検定統計量の分布が標準的でなく 
なるため、この構造を考慮に入れた検定手法の開発が必要となる。このテーマは EBPM を含む 
因果推論の実証分析上の重要性が高く、また計量経済理論的にも興味深い構造を有する問題 
で、新規性が高い。本研究ではこのような政策評価モデルに特有の性質を許容する新しい特 
定化検定を開発することを目指す。 
複数のモデルが考えられる場合にはモデル選択も実証分析上は重要な問題である。という 

のは、どの変数を含めるかあるいはどのモデルを用いるかによって興味対象の因果効果の推 
定値が簡単に変わってしまう可能性があるためである。この点に関する研究も現状では非常 
に手薄であり、Rolling and Yang (2014)によって条件付平均処置効果に関してクロスバリデー 
ション法が提案されている程度で、ほとんど研究蓄積がない。モデル選択に関しては、モデ 
ル選択後の推定量に関する検定の帰無分布を求めることが困難あるいは不可能であるという 
更に厄介な問題が指摘されている。この問題は解決不能であることが証明される可能性があ 
るが、非常に重要なポイントであるので、それも含めて研究テーマとして取り組む。 
 
現実問題として、政策の因果効果を測定すべき課題は数限りなくあり、小さな研究グループで

その全てを行うことは到底不可能である。本研究では、比較的データの整備状況がよく、これま
で研究者グループが携わってきた研究テーマに沿って、以下の３つの問題に関して因果効果の
実証分析を行う。 
第一は、コンパクトシティ化を志向する世界的な潮流の中で、公共交通システムの整備の 

影響がどれほど見込まれるかを調べるものである。近年、公共交通システムが都市構造に及 
ぼす影響に関する実証研究は多く行われているものの、因果効果に関しては結論に一致を見 
ない。その原因は設計変数の選択が明示的に考慮されていないことにあると思われる。既存 
研究は比較的単純な分散分析に依存しており、因果効果の測定としては不十分である。本研 



究では、その点をまず明らかにし、その上で設計変数の影響を定量的に正しく評価する方法 
を提案し、モデルの特定化を確認した上で因果効果分析を行うことを目的とする。 
第二は、喫緊の課題である環境問題に関して、省エネ家電の制度設計に関わる問題を扱う。 

電力に関する省エネの問題では、ピークロードプライシング等による電力価格設定を通じた 
政策効果を考えることが多い。他方、電化製品の技術革新も積極的に行われているが、その 
効果を需要構造への影響を含めて測定する研究は少ない。本研究では、省エネ家電を示すラ 
ベルの添付およびその内容が、消費者行動にどれだけ影響を与えるかを分析することにより、 
トータルで電力需要に与える制度設計の因果効果を調べる。 
第三は、近年世界的に産業としての重要度が増大している観光業に関する分析である。 

2013 年以降、わが国の訪日旅行者数は増加の一途をたどっており、2015 年には日本人の海外 
旅行者数を抜いた。旅行収支は黒字に転じて、GNP に与える影響も大きくなりつつある。訪 
日旅行客のアンケートではインフラその他に対する不満も大きく、改善すべき点は多い。本 
研究では、政府や地方自治体が取っている様々な政策がどの程度の因果効果を有しているか 
調べる。このような因果効果研究は行われておらず、新規性が高い。 
 
 
４．研究成果 
 
 観測できないグループごとに介入効果に異質性がある状況のための因果推論手法の開発に取
り組んだ。研究成果をまとめた論文を査読付き国際学術誌（Journal of Causal Inference）に
投稿し、掲載が決定した。関連する研究テーマとして、介入割当に対する不遵守とネットワーク
波及効果がある状況のための因果推論手法を開発し、国際学会（The 5th International 
Conference on Econometrics and Statistics）で研究報告を行い、査読付き国際学術誌（Journal 
of the American Statistical Association）に投稿した。年度末時点において、同学術誌から
改訂・再投稿を依頼されている。 
 
 IV 回帰モデルの関数形の特定化について対立仮説をノンパラメトリックとする検定のミニマ
ックス性についての理論的性質を明らかにする研究に取り組んだ。対立仮説が滑らかな場合と
そうでない場合の検定を提案するとともに、ミニマックス速度を考察し、データに基づくバンド
幅選択ついても検討した。また、これまでに得られた研究成果を国際学会等で報告するとともに
論文としてまとめて投稿し、査読付きの国際学術雑誌に掲載が決まった。 
 
 尤度関数が未知であるが特性関数が既知である分布のクラスについて、新しいパラメータの
推定方法を考察した。一定の条件の下で、提案手法が漸近的に最尤法と同等であることを証明す
るとともに、既存の漸近的に効率的な推定量と比較して、計算負荷が少ないにもかかわらず優れ
た有限標本特性を持つことをシミュレーションによって示した。 
 
 公共交通システムの設計変数である駅間隔が、沿線の土地利用に及ぼす影響について実証分
析を進めた。交通密度関数の推定方法の改良と、推定された関数を用いて、駅間隔の変更が都市
のコンパクト化に及ぼす効果について反実仮想シミュレーションを行った。 
 研究開始前の段階ではコロナ禍は予想されず、本研究ではそれを取り込んで、以下のような研
究を行ってきた。345 品目の POS データを活用し、コロナ禍の消費動向の変化を観察した。感染
予防品は 2020 年のパニック消費期と 2021-2022 年の新しい日常期に分けられ、コロナ禍により
季節性が消失した。外出と関係のない日用品はコロナ禍よりも消費増税時のショックの方が大
きく、化粧品、線香、お中元等の外出と関連する品目は販売減が続いた。また 345 品目の販売額
についてジップ法則が成立することも明らかにした。 
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